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１．背景

広域系統整備に関する事前検討への着手のについて

◼ マスタープランの中間整理において、複数シナリオで共通する増強案は、足元の電源ポテンシャ
ルを踏まえ、具体化についての検討を進めていくこととした。

◼ 広域機関では現在、2022年度供給計画の取りまとめ及び電源開発動向調査の結果につい
て、エネ庁とも確認の上、精査を行っているところ。

◼ 一方、第38回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会では、北海
道～本州間ルート新設、中西地域のルート増強については、できる限り早期の計画策定プロセ
ス開始に向けて検討を加速することとされた（5,6スライド参照）。

マスタープラン検討に係る中間整理（2021年5月20日）



5

第38回 再生可能エネルギー大量導入・次世代ネットワーク小委員会（2021年12月24日）資料1

（参考）長距離海底直流送電に係る国の議論状況
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第39回 再生可能エネルギー大量導入・次世代ネットワーク小委員会（2022年2月14日）資料3

（参考）マスタープラン中間整理における検討の方向性
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１．背景

広域系統整備の検討加速化

◼ 国が示した役割分担（8スライド参照）では、国が実施した海域実地調査の結果などを踏ま
えて広域機関が具体的な検討を行うことになる。全体の検討を加速化して進めるためには並
行して検討可能な事項を本委員会においてご議論いただき、ここでの検討結果を国の調査な
どにフィードバックして連携する対応にて進めていくことが有用である。

◼ なお、計画策定プロセスの開始判断から計画策定まで、標準的な検討では2年程度を要する。
また、これにコスト検証なども含めれば、発注まで少なくとも2.5年程度の工程となる。

◼ さらに、増強方法については、これまでに実績のない工事も想定されることから、時間をかけて技
術的観点からも慎重な検討を行う必要がある。本日は、検討を加速するため計画策定プロセ
スの開始に先んじて、特に技術的な課題を中心にご議論いただきたい。
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第39回 再生可能エネルギー大量導入・次世代ネットワーク小委員会（2022年2月14日）資料3

（参考）長距離海底直流送電に係る国の議論状況
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※直接的には連系線の運用容量の算定又は連系線
の運用に影響を与えない流通設備

計画策定プロセス

◼ 安定供給に関する検討開始要件（都度）

◼ 広域的取引の環境整備に関する検討開始要件

・マスタープランから整備計画を具体化する仕組みの概要

・電気供給事業者からの増強要望の申出

・その他広域系統整備を検討すべき合理性が認められる場合
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◼ 本年3月16日に発生した福島沖を震源とする地震により、福島県を中心に複数の大規模電
源が停止、一部発電所ではボイラー等の損傷も確認され、現在も供給力が低下している状況。

◼ 3月22日には東日本全体で強い寒波による気温の低下や降雪に伴う東京・東北エリアの電
力需要の増加し供給力が不足する見通しとなったことから、3月21日に電力需給ひっ迫警報
が発令された（制度開始以来初） 。

◼ 地震直後の需給の安定化や3月22日の需給ひっ迫の供給力不足に対して、全国の地域間
連系線を活用した最大限の電力融通により供給力が確保できた。

◼ 電気の安定供給を実現するために、系統の強靭化に向け広域的な電力融通に資する地域
間連系線等の増強に対する期待も高まっており、本委員会においても計画策定プロセスを通じ
て、適切な設備増強を迅速に検討・決定していく必要がある。

◼ ただし、地域間連系線等のネットワークを整備しても融通する側の供給力が不足する場合は、
安定供給は実現できないことから、そのような面も含め、ネットワーク側の整備については検討が
必要である。

◼ そうした中、広域系統整備計画として一体的に評価する増強計画であっても、合理的な工事
については、将来的な計画策定を踏まえ、先んじて早期着手することも必要と考える。

１．背景
送配電網の強靭化に対する期待



11（参考）3月17日以降の需給ひっ迫に対応した電力融通指示

受電会社 送電会社 融通する日時 融通量(kWh)

東北電力NW
北海道電力NW
東京電力PG

3月17日 718.15万kWh

東北電力NW

北海道電力NW
中部電力PG

関西電力送配電
中国電力NW
九州電力送配電

3月18日 581.095万kWh

東京電力PG

北海道電力NW
中部電力PG

北陸電力送配電
中国電力NW
九州電力送配電

3月18日 383.525万kWh

東京電力PG
中部電力PG

関西電力送配電
3月19日 240万kWh

需給状況改善のための電力融通指示
（3/17、18、19の指示実績）

受電会社 送電会社 融通する日時 融通量(kWh)

東北電力NW 北海道電力NW 3月22日 170.345万kWh

東京電力PG

北海道電力NW
東北電力NW
中部電力PG

北陸電力送配電
関西電力送配電
中国電力NW
四国電力送配電
九州電力送配電

3月22日 1,210.14万kWh

東京電力PG

北海道電力NW
東北電力NW
中部電力PG

関西電力送配電

3月23日 835.83万kWh

需給状況改善のための電力融通指示
（3/22の実績）

◼ 3月16日に発生した福島沖を震源とする地震により、東北及び東京エリアで発電機停止・停
電が発生。

◼ 3月17日以降、停電を順次復旧していく中、発電機の停止継続により供給力不足となったこ
とから、北海道～九州まで日本全体で東北及び東京エリアへの電力融通を実施。

◼ 3月22日の東日本全体で強い寒波による気温の低下や降雪に伴う東京及び東北エリアの電
力需要の増加においても両エリアの需給を最大限安定させるべく、全国から連系線を活用して
電力融通を実施。
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２．東地域の広域系統整備について

長距離海底ケーブルに関する技術的な検討事項

◼ マスタープランの中間整理においては、北海道と本州をHVDCで繋ぐイメージのみであったが、国
による調査では、具体的なHVDC海底ルートの検討が進められている。

◼ これだけ長距離の世界にも類を見ない海底ケーブルの工事については、まずはその技術的課題
を明確にし、実現可能な工事とするため、しっかりとした海域実地調査を行う必要がある。

◼ 実現可能性に関して、以下の点について評価を行うことが重要。

(1) 敷設工事中にケーブルに損傷を与えることなく、無事に工事を完遂できる敷設工法
の目途があること

(2) ケーブルが敷設後に長期にわたって損傷なく信頼度を維持できること

(3) 万一のケーブル損傷時にも、適切な復旧措置を行うことができる目途があること

◼ これらの評価により海底ケーブルの敷設が可能かつ、長期信頼性を維持できると見込めるルー
トを選定することが不可欠となる。

マスタープラン検討に係る中間整理（2021年5月20日）
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砂質

２．東地域の広域系統整備について
ルート選定における技術的評価のポイント

◼ 長距離海底ケーブルのルート選定では、ルートの海底の地形・地質、水深などを十分に調査し
て評価を行う必要がある。

◼ 具体的には海底の地形・地質が、ルート検討や工法、ケーブル構造などに影響を及ぼす。
◼ 加えて、水深が大深度（ケーブル容量等に応じて異なる）となる場合、 既存技術での対応が
可能か評価する必要がある。

◼ これらの結果により、ケーブル軽量化や強度を高めるための素材の使用、追加的な技術開発
などが必要となれば、その分、工期の長期化やコスト増となる可能性もある。

大深度では、敷設時のケーブル荷重
が大きくなる。このため、ケーブルを軽
量かつ強度を増す必要がある。

常にケーブルにテンションを掛けながら敷設するため、深度
に応じた船の設計が必要になる。

敷設後も水深に応じて水圧に耐える
ケーブル構造（強度等）が必要。

Depth：300m Over
※国内では500kVで水深約

75mの実績がある。海外で
の実績も踏まえ既存技術
の水準について確認が必
要であるが、特に300mを
超える場合には十分な評
価が必要。

ルート選定における技術的評価のポイント

岩質

海底の地形が安定し、地質も硬質（岩質）を避け、軟質（砂質）であることが好ましい。
水深の浅い沿岸部では、船舶の錨害等に対応するため、ケーブルの埋設や防護対策が必
要になるなど、水深や底質に応じた工法等の検討が必要。
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２．東地域の広域系統整備について

洋上風力の大量導入を想定した直流送電システムの系統構成

◼ 通常、洋上風力は陸上まで海底ケーブルを敷設し、地内系統に接続することになる。

◼ マスタープランの中間整理では、HVDC送電ルートを一気通貫で北海道から本州まで接続する
ことを想定しているが、ルート上の大規模な洋上風力のポテンシャルを効率的に系統接続する
ためには、洋上風力をHVDC送電ルートに接続するような多端子型の直流送電システムでの
系統構成も検討してはどうか。

◼ なお、仮にHVDC送電ルートが洋上風力の区域より沿岸側となる場合には、洋上風力のアク
セス線が海底において交差することになり、ケーブル損傷事故等の補修を考慮すると、洋上風
力のアクセス線とHVDCルートの交差を回避することも検討する必要があるか。

風力

風力

風力

風力

マスタープランの中間整理の構成イメージ 多端子型での構成イメージ

海 陸 海 陸

交直
変換所

交直
変換所

交直
変換所

交直
変換所

交直
変換所
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２．東地域の広域系統整備について

洋上風力の大量導入を想定した直流送電システムの系統構成

◼ 多端子型の直流送電システムでの系統構成とする場合、HVDC送電ルートが比較的沿岸付
近であれば、洋上風力を接続するための交直変換所を洋上に設置するのではなく、陸上に設
置することも可能と考える。

風力

風力

多端子での構成イメージ
（交直変換所を陸上に設置する場合）

海 陸

交直
変換所風力

風力

多端子での構成イメージ
（交直変換所を洋上に設置する場合）

海 陸

交直
変換所

交直
変換所

交直
変換所

交直
変換所

交直
変換所
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２．東地域の広域系統整備について

多端子直流送電システムの有効性と課題

◼ 多端子の直流送電システムは、洋上風力の効率的な接続だけでなく、工事や敷設後の維持管理でも多く
のメリットがある。長距離ケーブルに複数箇所の接続点を設けることで、ケーブル事故時等における故障個
所の特定や長期設備停止リスクの低減も期待できる。逆に900kmを一気通貫で敷設した場合には、事
業実施主体は工事や設置後のケーブル損傷事故等に対する高いリスクを抱えなければならない。

◼ また、直流送電システムを多端子化することで、工事が完了した区間から順次運開することも可能となる。
ケーブルの分離発注ができることにより、競争的な発注方法や工事工程に柔軟性を持たせることができる
（このためにはNEDOの研究開発プロジェクトである多用途多端子直流送電システムのマルチベンダー化
の取組みが重要となる）。

◼ 一方、NEDO研究開発事業の多用途多端子直流送電システムは新技術であり、基盤的な技術開発
として一部実機を組み込んだシミュレーションを実施している段階である。実プロジェクトへの適用には、基
盤的な技術開発を終えた後にも実際の回路構成に応じた開発やDCグリッドコードの整備などの課題があり、
NEDO研究開発事業の完了する23年度までに実装できる目途がなければ、直ちに着工することも難しく
なることから、再エネ導入に向けた目標の実現時期を考え、適切な対応を検討する必要がある。

◼ なお、現在想定している双極多端子に洋上風力を接続する系統は海外でも実績がなく、片極事故停止
等により過負荷となる場合の制御・保護など更なる技術開発も必要となる。

◼ また、技術的に実現可能な場合でも、直流送電システムを多端子化することで、変換器の増加などのハー
ド面でも整備に要する費用が増加することになる。

◼ 今後、直流送電システムを多端子化する場合においては、効率的な設備形成を踏まえた端子数等が論
点になると考えられる。また、連系線、地内系統、電源線が入り組んだ、これまで想定していない複雑な設
備構成となる可能性もあり、改めて特定負担と一般負担の考え方を整理する必要がないか、系統構成の
検討に合わせて確認していく。
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第1回 長距離海底直流送電の整備に向けた検討会（2021年3月15日）資料4

（参考）長距離海底直流送電に係る国の議論状況
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第1回 長距離海底直流送電の整備に向けた検討会（2021年3月15日）資料4

（参考）長距離海底直流送電に係る国の議論状況
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経済産業省関係 令和3年度補正予算の事業概要（PR資料）抜粋

（参考）長距離海底直流送電に係る国の議論状況



21（参考）NEDO事業（多用途多端子直流送電システムの基盤技術開発）

第1回 長距離海底直流送電の整備に向けた検討会（2021年3月15日）資料8
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第1回 長距離海底直流送電の整備に向けた検討会（2021年3月15日）資料8
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第1回 長距離海底直流送電の整備に向けた検討会（2021年3月15日）資料8



24（参考）現在想定しているHVDC送電

マスタープラン検討に係る中間整理（2021年5月20日）
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26
３．中西地域の広域系統整備について

中間整理以降の検討事項

マスタープラン検討に係る中間整理（2021年5月20日）

◼ マスタープラン中間整理において、中西地域の検討すべき増強は、関門連系線、中部関西間
連系線、中部北陸関西の３社交流ループ化である。

◼ これらについて、早期に技術検討を行う上で、まずは根元になる関門連系線について検討する
必要がある。特に中間整理以降の検討において明らかになったこととして、以下の2点がある。
✓ 関門連系線増強は海底ケーブルの交流連系を想定しているが、想定していたルート付近
での洋上風力の計画が進んでいることから迂回ルートの検討が必要になる可能性がある。

✓ 大容量・長距離の500kV交流海底ケーブルの製造には、新規の大規模な設備投資や技
術開発が必要になる可能性がある。

◼ こうしたことを踏まえて、九州からの増強については改めて増強の選択肢について検討を深める
必要がある。



27
３．中西地域の広域系統整備について

九州～中国ルートの直流送電の検討について

◼ まずは、500kV交流海底ケーブルの製造上の困難さについて確認が必要と考えられる。また、
製造可能な場合でも、海底のルート調査を実施した上で、ルートの再検討を行う必要があるが、
仮に交流送電でケーブルの亘長が50kmを超える場合、充電電流の影響を大きく受けるため、
直流送電も検討対象になると考えている。

◼ その直流送電を既存の交流連系線近傍に設置した場合、交流連系線の事故の影響を受け
て直流送電も停止し、ルート断となるリスクがある。そのため近年導入が進められている自励式
直流送電設備の運転継続維持能力などについても、有効性について今後確認を行う。また、
既設の交流連系線との距離をとることで対策となり得る可能性もあり、その場合、マスタープラン
の検討で示していた九州~四国ルートについても選択肢となる。

◼ また、新たに設置する連系線を直流設備とした場合、交流ルート断時に関門以東での周波数
低下となる可能性が解消されないことから、これらの影響についても更なる技術検討を行いたい。

AC(280)

AC(280)

DC(140)

DC(140)

280

280

九州 中西５エリア
AC(280)

AC(280)

DC(140)

DC(140)

九州 中西５エリア電制
280

280分の不足
⇒周波数低下

供給 需要

280

(   )は1回線あたりの設備容量 単位[万kW]

直流には回り込みが
ないため余剰分の電
制が必要

需要によっては50Hz側からの緊急融通を受
けても周波数低下に至る可能性あり
⇒事前に交流送電線に流せる容量を制限

○関門第二連系線を直流設備とした場合
【平常時】 【交流ルート断事故時】



28（参考）中西地域における系統増強の考え方

第８回 広域連系系統のマスタープラン及び系統利用ルールの在り方等に関する検討委員会（2021年3月25日）資料１



29
３．中西地域の広域系統整備について

３社交流ループ化の一部先行的な工事の実施について

◼ 中部北陸関西の３社交流ループ化は、南福光連系所のBTBを廃止し、交流ループ運用に対
応したシステムを構築することで運用容量の拡大も期待できるとして、中西地域の一連の増強
案としてマスタープラン検討委員会において整理しているところ。

◼ 一方、南福光連系所のBTB設備は老朽化が進んでおり、補修部品の調達が終了した場合の
連系線長期停止リスクが懸念されている。

◼ このため、マスタープラン中間整理を踏まえ整備計画の具体化に向け検討しているところである
ものの、３社交流ループ化に必要となる一部工事を先行着手することが望ましいのではないか。

◼ この点について、当該一般送配電事業者より本日ご説明いただき、その扱いについてご意見を
いただきたい。



30（参考）中地域増強（中地域交流ループ構成）

第８回 広域連系系統のマスタープラン及び系統利用ルールの在り方等に関する検討委員会（2021年3月25日） 資料２
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32４．今後の進め方

＜東地域＞

➢ 海底直流送電のルート選定等は、計画の実現可能性を検討する上で重要なポイントであり、
国の調査と連携して1３スライドに挙げた３つの観点から技術的論点を整理・評価したうえで、
その内容を本委員会にてご報告、ご議論いただく。

➢ これまでにない大規模なプロジェクトになることから、国において事業実施主体などの検討も行っ
ているところ。こうした国での議論の進捗についても本委員会でも共有させていただき、計画策
定プロセスの事前準備を行うこととしたい。

＜中西地域＞

➢ 九州と中西5エリアとの連系については、引き続き技術的な検討を各一送とも連携して深めて
いくこととし、その結果を本委員会にてご報告、ご議論いただく。

➢ なお、３社交流ループについては、今後計画策定プロセスの手続きを経て広域系統整備計画
を策定した上で進めていくものと考えているが、本日の議論を踏まえ、方向性に異論がなければ、
一部工事を先行着手していくこととしたい。

＜共通＞

➢ 上記以外にも、同期化力等の技術的な課題も考えられることから、計画策定プロセスの開始
にかかわらず、検討可能な事項について、順次、検討を行うこととしたい。

◼ 東地域及び中西地域に関して、それぞれ現時点での論点や検討の進め方は以下のとおり。な
お、いずれの検討も今後必要に応じてマスタープランの検討にフィードバックしていくこととする。


